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令和４年度通報訓練の実施結果について（報告） 
 

平素から、当協会の事業に格別のご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

さて、去る５月１９日に実施しました標記訓練におきましては、お忙しいところ、訓練に

ご参加いただき、誠にありがとうございました。お陰様でとても有意義な訓練となりました。 

 この訓練の結果を別添のとおり取りまとめましたので報告します。 

 

 

 （梅雨時期の豪雨災害に備えて） 

〇水害によりＬＰガス被害が発生した場合には、ＬＰガス被害状況報告書（様式１）により

支部長へ被害状況を報告してください。 

〇特に災害初期は、LINE 公式アカウントをご活用ください。断片的な被害情報でもかまい

ませんので、迅速な情報提供をよろしくお願いします。その際、災害現場の写真等を添付

してくださると、より分かりやすくなります。 

〇液石法施行規則の一部が改正され、１ｍ以上の浸水が想定される地域の消費先に設置され

ている充てん容器等に対して、容器流出防止措置を講じることが義務付けられました。 

既存の供給設備等については、令和６年６月１日までに改善する必要があり、想定水深の 

深い地域を優先して計画的に改善を進めていただきますようお願いします。 

〇充填所等においては、浸水による容器の大量流出に至ることのないよう、「流出防止措置 

指針」（下記ＨＰ参照）に定める対策をよろしくお願いします。 

http://www.nichidankyo.gr.jp/technology/standard/g_kou_002.html 
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別 添 

令和４年度通報訓練実施結果 
  

 

１ 訓練概要 

（１）日時 令和４年５月１９日（木）午前９時から（午前中） 
（２）訓練内容 
   ア 被害状況報告書による通報（R3:ファクス→R4:原則メール） 

   イ LINE 公式アカウントによる被害情報等の収集 
２ 訓練結果 

（１）被害状況報告書による通報 

  ア 報告事業所数 

〇報告事業所数は 257 事業所で全体の 97.3％と、令和３年度より 1.6 ポイント減。 

〇未報告事業所は７事業所で、令和３年度より４事業所の増。 

 

支部名 

令和 4 年度（R4.5.19） 令和３年度（R3.10.19） 

会員 

事業所数 

報告事業所数 会員 

事業所数 

報告事業所数 

 割合（％）  割合（％） 

岩 国 32 32 100 36 36 100 

大 島 11 11 100 13 13 100 

柳 井 18 18 100 19 17 89.5 

光 15 15 100 15 15 100 

下 松 7 7 100 9 9 100 

徳 山 5 5 100 6 6 100 

都 濃 10 10 100 10 10 100 

防府徳地 13 13 100 15 15 100 

山 口 17 16 94.1 17 17 100 

吉 敷 12 12 100 15 15 100 

宇部小野田 25 24 96.0 25 25 100 

厚 狭 9 9 100 10 10 100 

下 関 41 37 90.2 41 40 97.6 

美 祢 15 14 93.3 15 15 100 

長 門 14 14 100 14 14 100 

萩 20 20 100 21 21 100 

県全体 264 257 97.3 281 278 98.9 

 

イ メールによる報告状況 

  令和３年度は、報告媒体としてファクスを使用したが、送信に相当の時間を要し、 

また、その間は受信もできないため報告に手間取ったことから、今年度は原則メール 

に変更した。 

〇協会事務局と支部長間は全てメールを使用し、問題なく使用できることを確認。 

〇支部長と支部会員間では、メールによる報告が 103 事業所と全体の 39.0％。 

〇支部別では、厚狭支部が 88.9％と最も多く、次いで吉敷支部の 83.3％、柳井支部 

 の 77.8％。一方でメールを使用しなかった支部も５支部あった。 

 

 

 



 

 

（２）LINE 公式アカウントによる被害情報等の収集 

      〇登録事業所数は 152 事業所で、県全体の 57.6%と令和３年度の 13.8 ポイント増。 

   〇報告事業所数は 119 事業所で、県全体の 45.1％と令和３年度の 5.3 ポイント増。 

      （登録事業所数） 

支部名 

令和 4 年度（R4.5.19） 令和３年度（R3.10.19） 

会員 

事業所数 

登録事業所数 会員 

事業所数 

登録事業所数 

 割合（％）  割合（％） 

岩 国 32 20 66.7 36 16 44.4 

大 島 11 3 27.3 13 4 30.8 

柳 井 18 8 44.4 19 7 36.8 

光 15 9 60.0 15 7 46.7 

下 松 7 6 85.7 9 4 44.4 

徳 山 5 2 40.0 6 2 33.3 

都 濃 10 5 50.0 10 4 40.0 

防府徳地 13 9 69.2 15 7 46.7 

山 口 17 11 64.7 17 10 58.8 

吉 敷 12 8 66.7 15 7 46.7 

宇部小野田 25 14 56.0 25 12 48.0 

厚 狭 9 6 66.7 10 4 40.0 

下 関 41 28 68.3 41 21 51.2 

美 祢 15 6 40.0 15 5 33.3 

長 門 14 3 21.4 14 2 14.3 

萩 20 14 70.0 21 11 52.4 

県全体 264 152 57.6 281 123 43.8 

    

   （報告事業所数） 

支部名 

令和 4 年度（R4.5.19） 令和３年度（R3.10.19） 

会員 

事業所数 

報告事業所数 会員 

事業所数 

報告事業所数 

 割合（％）  割合（％） 

岩 国 32 13 40.6 36 13 36.1 

大 島 11 2 18.2 13 4 30.8 

柳 井 18 6 33.3 19 7 36.8 

光 15 7 46.7 15 6 40.0 

下 松 7 5 71.4 9 3 33.3 

徳 山 5 2 40.0 6 2 33.3 

都 濃 10 5 50.0 10 4 40.0 

防府徳地 13 7 53.8 15 7 46.7 

山 口 17 8 47.1 17 10 58.8 

吉 敷 12 6 50.0 15 7 46.7 

宇部小野田 25 12 48.0 25 10 40.0 

厚 狭 9 5 55.6 10 4 40.0 

下 関 41 24 58.5 41 21 51.2 

美 祢 15 4 26.7 15 4 26.7 

長 門 14 2 14.3 14 1 7.1 

萩 20 11 55.0 21 10 47.6 

県全体 264 119 45.1 281 113 39.8 

 



 

 

 

３ 会員からの主なご意見とその対応（①については、訓練に先立って保安委員会で協議）  

①報告を LINE 公式アカウントに統一したらどうか。 

 （対応案） 

次の理由から、当面、現行の報告方法を継続したい。（将来的には、LINE 公式アカ

ウントの使用拡大についても模索） 

【主な理由】 

・被害状況報告書による報告は、協会のＬＰガス災害対策マニュアルに基づく事業所

からの確定報であり、一方で LINE 公式アカウントによる報告は災害初期における

各会員からの被害情報の速報を目的としており、両者の目的は大きく異なり、LINE

公式アカウントへの統一は現状では困難。 

・被害状況報告書は全国統一様式であり、当県協ではこの様式を災害対策マニュアル

に規定して運用中である。 

・LINE 公式アカウントによる報告は会員個人からの情報提供であり、事業所として

の報告は被害状況報告書による。 

・LINE 公式アカウントによる報告は会員から直接協会事務局へするため、支部長が

支部内の被害状況を把握できない。 

 

 ②メールとファクスの優位性についてのご意見 

  〇有事の際にはメール等は機能的ではないのではないか。 

  〇現時点ではファクスでのやりとりが一番スムーズであり、訓練はファクスがよいとの

回答を得たので、今回は支部内オールファクスで実施。 

   （メールの弱点） 

    ・メール後、気づくように電話が必須。 

    ・インターネット回線を変えるとメールアドレスも変わることがある。（災害時に

届かないことでこれがわかるかも。） 

  〇少人数でされている事業所があり、忙しいときはパソコンのメールを確認する暇がな

いので、すぐに確認できない。 

  〇ファクスが混み合い、会員からの送信がうまくいかないため、１件ほど問い合わせが 

あった。 

→その状況を分かってもらうために、詳細な報告書を作り、会員全員にファクスした。 

  （対応案） 

   被害状況報告で重要なのは早く、確実に情報を伝達することにあり、メールを原則と

したのは、ファクスは送信に相当の時間を要することに加え、災害発生時に電話回線の

規制がかかる可能性が高いということも大きな要因で、現在、実施されている訓練では

メールが主流となっています。ただし、メールも停電や事務所の流失等により、パソコ

ンが使えない場合を想定しておく必要があるなど、どちらか一方に優位性があるのでは

なく、通信媒体により一長一短があり、こうした複数の通報手段を用意しておくことが

重要です。 

災害時には、その状況に応じてメールやファクス、電話（災害時優先電話、衛星電話）、

LINE等を使い分け、早く、確実な通報に繋げる必要があり、メール操作にも慣れておく

必要があります。また、訓練を実施することにより、メールアドレスの変更等について

事前に確認でき、これも訓練目的の一つとなっています。 

 

 ③LINE 公式アカウントの登録促進（お願い） 

支部ごとの登録状況を取りまとめ、支部長や保安委員に情報提供しましたので、未登録 

事業所に対する登録の働きかけにご活用くださいますようお願いします。 


